
　当社グループは、最新のネットワーク技術の調査
研究のほか、「高性能」「高品質」「高い信頼性」かつ
「コストパフォーマンス」に優れた製品を安定的に
供給することを基本方針としています。通信インフラ
は世界経済の動向に関係なく、現代社会に必要不
可欠なものであり、日々技術革新が進んでいます。
当社グループは、顧客のニーズに応え、「企業活動の
効率化」を実現できる製品を開発、提供すべく戦略
的に投資をしています。

　2009年は特にディストリビューションやソリューションパートナー体制を積極的に作り、需要の高いソリューション構築
と充実したサポートサービス体制を整えました。こうした各種パートナーと協業し、ネットワークによるIP監視ソリュー
ションやセキュリティ・ソリューションなどを各マーケットに向け提供します。また、大手システムインテグレーターとの協業
にも力を入れ、グローバルに販売を強化します。さらにアジア地域では政府、公共インフラ等の大型プロジェクト案件獲得
に向けた営業活動に注力します。

株主価値の向上を目指して

　当社は、「ネットワーク機器のリーディングカン
パニー」として、企業価値や株主共同の利益の
向上に努めてまいりました。しかしながら、近年
の日本における企業買収は、企業価値や株主
共同の利益に資さないものも少なくありません。
このような大量買付に対しては必要かつ相当な
対抗措置を講じる必要があると考えます。
　本対応策は、株主の皆様のために、当該買付
に応じるべきか否かの判断に必要な情報の確保
等を可能とすることを目的に導入するものです。

　当社株券等の20％以上を買収しようとする者
に対し、情報提出などの手続の遵守を要請します。
その後、当社経営陣から独立した社外取締役
等により構成される独立委員会が検討・評価を
行い、対抗措置発動の可否を勧告します。

導入の目的

買収防衛策の概要　

　導入時点では、株主の皆様の権利・利益に
対して直接具体的な影響が生じることはありま
せん。対抗措置の発動時においても、買付者を
除いては、各段の影響が生じる事態は想定して
いませんが、所定の手続きが必要となる場合も
あります。

株主の皆様への影響

海外市場における施策 ― 景気の回復に向け、パートナーとの協業体制を強化
買収防衛策の導入について

世界経済の回復を睨み研究開発活動は戦略的投資を継続

世界を舞台にネットワークというインフラ機能を支えてきたアライドテレシス。
本格的なネットワーク需要の拡大を前に、今、私たちは期待を超えていく

　2008年に引き続き、新製品としてディストリ
ビューション・スイッチCentreCOM x600 シリー
ズを市場に投入しました。企業内通信の基幹網を
より柔軟に設計、拡張可能とする製品であり、新
ソフトウェアプラットフォームを採用しているため、
「ネットワークマネージメント」の観点からも、より
効率的に運用が可能となりました。厳しい経済
局面においてもネットワーク需要は継続しており、
絶えず新製品を開発することは総合ネットワーク
機器メーカーとしての使命であると考えます。

通信インフラの飽くなき技術革新に向け、戦略的投資をⅢ

本フローチャートは、本対応策に係る手続きの流れの概要をわかり
やすく説明するために、詳細を省略して作成されたものです。本プランの
正確な内容については、プレスリリース本文をご参照ください。

大量買付者（当社株券等の20％以上を
買収しようとする者）の出現
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